
1 市民が元気に活動するまち
1 市民が活躍するまちにします

1

【実現している姿】
目標

目標

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成32年度

目標 ― ― 0.08 10.0% 12.0% 14.0% 15.0% 17.0% 20.0% 25.0%

実績 4.38% 6.25% 8.04% 6.32% 8.18%

【施策の展開】◎は重点的な取組み

計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

◎協働意識の共有化

市長公室

第5期実施計画期間 後期終了年度

担当部（統括部）

市民・事業者が主体的に取り組むこと、市が行政の責務として取り組むこと、協働により取り組むことを明確にした指針をつくるとともに、啓発や研修などによ
り、摂津市に関わるみんなで協働意識の共有化を図ります。また、モデル的な協働の取組みについて情報共有を図り、協働事業の拡充につなげます。

創設した市民公益活動補助金
（立ち上げ支援）制度の適正な
運用に努めた。

提案型協働事業の調査・
研究

提案型協働事業の調査・研究
提案型協働事業の調査・
研究

策定した「市民公益活動支援
のガイドライン」をもとに、各課
の協働の取組みについてヒア
リングを実施し、進行状況を確
認することができた。

協働事業の評価手法、公表方
法について検討を行う。

提案型協働事業の一部
導入

☆市民活動支援事業3,316千円（市民活動支援課）

市の政策形成過程や評価における市民参画が進んでいます。

平成28年度

「みんな」が協働するまちにします

摂津市に関わるみんなが協働について理解し、その意識をもって様々な取組みを行っています。

前期終了年度（平成27年度末）

平成25年度

後期終了年度（平成32年度末）

平成32年度

同補助金の見直しと既存団体
への支援制度の拡充を検討す
る。

平成27年度事業

実現している姿を確認する指標

各種会議における公募市民の参
画率

平成27年度

政策推進会議での審議を経
て、「市民公益活動支援のガイ
ドライン」を策定した。

提案型協働事業の調査・
研究

市民公益活動補助金制度の市
民理解を図ることができた。

まちづくりの目標
政策 

施策 

到達度
前期終了年度（平成27年度末） 後期終了年度（平成32年度末）

到達度

市民参画による協働と市
民公益活動支援の進行
状況の評価

ガイドラインの策定及び協働と
市民公益活動支援の進行状況
の評価

協働と市民公益活動支
援の進行状況の評価

協働と市民公益活動支
援の取組み状況の検証

平成26年度

協働と市民公益活動支
援の取組み状況の検証

平成29年度

協働と市民公益活動支
援の取組み状況の検証

提案型協働事業の実施
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計画

取組実績

成果

次年度課題

計画

取組実績

成果

次年度課題

【摂津市の特色や魅力のある取組みとして進めていくこと】

計画

取組実績

成果

次年度課題

◎政策形成過程への市民参画の促進

協働による市政の推進

協働と市民公益活動支
援の取組み状況の検証

同補助金の見直しと既存団体
への支援制度の拡充を検討す
る。

第5期実施計画期間

市民公益活動補助金制度の市
民理解を図ることができた。

創設した市民公益活動補助金
（立ち上げ支援）制度の適正な
運用に努めた。

提案型協働事業の調査・
研究

提案型協働事業の調査・研究
提案型協働事業の調査・
研究

提案型協働事業の一部
導入

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

提案型協働事業の調査・
研究

提案型協働事業の調査・
研究

☆市民活動支援事業3,316千円（市民活動支援課）

平成27年度事業

多種多様な市民ニーズに対応するため、的確で迅速な判断と施策の推進が今後ますます重要になってくることから、摂津市に関わるみんなで地域や生活の
課題を共有し、ともに知恵を出し合い、解決へとつなげます。

平成29年度平成27年度

各種審議会などの公募市民の割合を高めるとともに、政策形成から実施、評価に至る過程において市民の参画機会を拡充するための多様な仕組みづくり
や環境の整備を進めます。

平成27年度事業

平成26年度 平成28年度

第5期実施計画期間

政策推進会議での審議を経
て、「市民公益活動支援のガイ
ドライン」を策定した。

協働と市民公益活動支
援の取組み状況の検証

ガイドラインの策定及び協働と
市民公益活動支援の進行状況
の評価

協働と市民公益活動支
援の進行状況の評価

協働と市民公益活動支
援の取組み状況の検証

平成25年度

協働事業の評価手法、公表方
法について検討を行う。

策定した「市民公益活動支援
のガイドライン」をもとに、各課
の協働の取組みについてヒア
リングを実施し、進行状況を確
認することができた。

☆市民活動支援事業3,316千円（市民活動支援課）

後期終了年度

平成32年度

同補助金の見直しと既存団体
への支援制度の拡充を検討す
る。

提案型協働事業の調査・研究
提案型協働事業の調査・
研究

提案型協働事業の一部
導入

提案型協働事業の調査・
研究

創設した市民公益活動補助金
（立ち上げ支援）制度の適正な
運用に努めた。

市民公益活動補助金制度の市
民理解を図ることができた。

後期終了年度

平成32年度

市民参画による協働と市
民公益活動支援の進行
状況の評価

提案型協働事業の実施

全庁において市民参画
促進方策の展開
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